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(57)【要約】
　本発明は、無線信号を送受信するための共振器の放射
パターンが一面に形成される複数の放射パターン部を有
する放射体と、放射体を支持して給電するための給電及
びバルーン構造とを含み、放射体の複数の放射パターン
部は、放射パターンが外側及び内側に少なくとも二重に
形成される広帯域ダイポールアンテナを提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線信号を送受信するための共振器の放射パターンが一面に形成される複数の放射パタ
ーン部を有する放射体と、
　前記放射体を支持して給電するための給電及びバルーン構造と、を含み、
　前記放射体の複数の放射パターン部は、放射パターンが外側及び内側に少なくとも二重
に形成されることを特徴とする広帯域ダイポールアンテナ。
【請求項２】
　前記複数の放射パターン部の放射パターンは、四角形状、四角リング形状、及び円形状
のうち少なくともいずれか一つであり、所定の幅、長さ及び形態をそれぞれ有することを
特徴とする請求項１に記載の広帯域ダイポールアンテナ。
【請求項３】
　前記放射体の他面の中央部位に形成される広帯域補償パッドをさらに含むことを特徴と
する請求項１に記載の広帯域ダイポールアンテナ。
【請求項４】
　前記給電及びバルーン構造は、前記放射体を支持するための給電ケーブル及びバルーン
ケーブルから構成されることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の広帯域
ダイポールアンテナ。
【請求項５】
　前記給電及びバルーン構造は、
　給電ケーブルの直径に対応する直径を有する複数のパイプ構造が相互に一体に形成され
、下端部は反射板に固定され、前記複数のパイプ構造の上端部は各々前記放射体の複数の
放射パターン部に電気的に連結するように構成される給電及びバルーン支持体を含み、
　前記給電ケーブルが前記複数のパイプ構造の中において所定のパイプ構造に嵌め込まれ
る形で設置されることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の広帯域ダイポ
ールアンテナ。
【請求項６】
　前記給電及びバルーン構造は、
　給電ケーブルの直径に対応する直径を有する複数のパイプ構造が相互に一体に形成され
、下端部は反射板に固定され、前記複数のパイプ構造の上端部は各々前記放射体の複数の
放射パターン部に電気的に連結するように構成される給電及びバルーン支持体と、
　前記複数のパイプ構造の中において所定のパイプ構造に嵌め込まれる形で設置され、一
側の給電ケーブルと他側の前記放射体とに接続されて給電経路を形成する給電補助装置と
、
　を含むことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の広帯域ダイポールアン
テナ。
【請求項７】
　前記給電補助装置は、
　一側及び他側が前記給電ケーブル及び前記放射体に連結して給電経路を形成する給電補
助ピンと、
　前記給電補助ピンを支持し、前記給電補助ピンを前記パイプ構造の内部面から絶縁する
補助リングと、
　を含むことを特徴とする請求項６に記載の広帯域ダイポールアンテナ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は無線通信システムに使用されるアンテナに関するもので、特に広帯域特性を有
するダイポールアンテナに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　ダイポールアンテナは、最近、偏波ダイバーシティ方式を適用した二重偏波アンテナと
して一般的に使われている。通常、二重偏波アンテナは、基本構造として正方形ダイポー
ル素子を有する。この二重偏波アンテナは、広帯域特性を満足させるための研究が進行し
ている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　したがって、本発明の目的は、レドームに対するマッチングが容易であり、より広い帯
域特性を有する広帯域ダイポールアンテナを提供することにある。
【０００４】
　また、本発明の目的は、帯域内において所望するインピーダンスの調整が容易に設計で
きる広帯域ダイポールアンテナを提供することにある。
【０００５】
　本発明の他の目的は、製造が容易であり、より安定した構造のバルーン構造（ｂａｌｕ
ｎ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）を有する広帯域ダイポールアンテナを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記のような目的を達成するために、本発明の一態様によれば、広帯域ダイポールアン
テナは、無線信号を送受信するための共振器の放射パターンが一面に形成される複数の放
射パターン部を有する放射体と、放射体を支持して給電するための給電及びバルーン構造
とを含み、放射体の複数の放射パターン部は、放射パターンが外側及び内側に少なくとも
二重に形成されることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明による広帯域ダイポールアンテナは、レドームに対するマッチングが容易であり
、より広い帯域特性を有し、かつ帯域内において所望するインピーダンスの調整を容易に
設計することができる構成を有する。加えて、本発明は、広帯域ダイポールアンテナのバ
ルーン構造を容易に製造でき、より安定した構造を有する。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の一実施形態による広帯域ダイポールアンテナの斜視図である。
【図２】図１に示した放射体の平面図である。
【図３】図１に示した放射体の背面図である。
【図４】図１の一特性を示すグラフである。
【図５】図１の一特性を示すグラフである。
【図６】図１を用いるアンテナ装置の一例を示す図である。
【図７】図１に示した放射体の一変形例を示す図である。
【図８】図１に示した放射体の他の変形例を示す図である。
【図９】本発明の一実施形態による広帯域ダイポールアンテナの給電及びバルーン構造の
例示図である。
【図１０】本発明の一実施形態による広帯域ダイポールアンテナの給電及びバルーン構造
の例示図である。
【図１１】本発明の他の実施形態による広帯域ダイポールアンテナの給電及びバルーン構
造の例示図である。
【図１２】本発明の他の実施形態による広帯域ダイポールアンテナの給電及びバルーン構
造の例示図である。
【図１３】本発明の他の実施形態による広帯域ダイポールアンテナの給電及びバルーン構
造の例示図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
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　以下、本発明の望ましい実施形態を添付の図面を参照して詳細に説明する。
【００１０】
　下記の説明において、具体的な構成素子のような特定詳細は本発明のより包括的な理解
を助けるために提供されるものであり、この特定詳細が本発明の範囲内で所定の変更又は
変形が可能であることは、当該技術分野における通常の知識を持つ者には明らかである。
【００１１】
　図１は、本発明の一実施形態による広帯域ダイポールアンテナの斜視図である。また、
図２は図１に示した放射体の平面図であり、図３は図１に示した放射体の背面図である。
図１乃至図３を参照すると、本発明による広帯域ダイポールアンテナ２００は、従来と同
様にアンテナの反射板（図示せず）に装着される給電ケーブル２０３及びバルーンケーブ
ル（ｂａｌｕｎ　ｃａｂｌｅ）２０４と、給電ケーブル２０３及びバルーンケーブル２０
４に接続されて無線信号を送受信するための共振パターンを形成する複数（第１～第４）
の放射パターン部２２１ａ、２２１ｂ、２２１ｃ、２２１ｄが形成された放射体２０２と
、給電ケーブル２０３に接続される放射パターン部、すなわち第１及び第４の放射パター
ン部２２１ａ、２２１ｄ、及びバルーンケーブル２０４に接続される放射パターン部、す
なわち第２及び第３の放射パターン部２２１ｂ、２２１ｃを電気的に接続させる金属性材
質のエアブリッジとを含む。
【００１２】
　このような構成において、本発明による広帯域ダイポールアンテナ２００は、放射体２
０２の各放射パターン部２２１ａ、２２１ｂ、２２１ｃ、２２１ｄの共振器パターンが従
来とは異なる構成を有する。
【００１３】
　本発明による放射体２０２の第１～第４の放射パターン部２２１ａ、２２１ｂ、２２１
ｃ、２２１ｄは、従来とは異なり、内側と外側との二重の四角リング（ｓｑｕａｒｅ　ｒ
ｉｎｇ）形状の放射パターンによって実現される。すなわち、第１の放射パターン部２２
１ａは、四角リング形状の外側サブ放射パターン部２２１ａ－１と、外側サブ放射パター
ン部２２１ａ－１の内側において、この外側サブ放射パターン部２２１ａ－１の四角リン
グパターンと所定の間隔をおき、より小さな形態の四角リングパターンを有する内側サブ
放射パターン部２２１ａ－２とによって実現される。同様に、第２の放射パターン部２２
１ｂは、外側サブ放射パターン部２２１ｂ－１及び内側サブ放射パターン部２２１ｂ－２
によって具現され、第３及び第４の放射パターン部２２１ｃ、２２１ｄも、各々外側サブ
放射パターン部２２１ｃ－１、２２１ｄ－１及び内側サブ放射パターン部２２１ｃ－２、
２２１ｄ－２によって実現される。このとき、第１～第４の放射パターン部２２１ａ～２
２１ｄにおけるそれぞれの外側及び内側放射パターン部は、同一の位置において給電ケー
ブル又はバルーンケーブルに接続される構造を有する。
【００１４】
　上記したように、本発明による放射パターン部の構成は、広帯域特性を改善するための
ものであって、例えば、四角形放射パターンの共振器を二重に使用する形態を有する。そ
れによって、外側の四角形放射パターンの共振器が該当広帯域の中で低い周波数帯域の共
振を発生させ、内側の四角形放射パターンの共振器が該当広帯域の中で高い周波数帯域の
共振を発生させることで、その結果、これら２つの共振帯域の組み合わせによって広帯域
の特性を有するようになる。
【００１５】
　もちろん、この場合、各共振器を形成する四角形放射パターンの長さは、該当共振周波
数に対してλ／２の条件に合わせて設計される。また、四角形放射パターンの幅はインピ
ーダンスを形成するので、図１及び図２に示した従来の放射パターン部の放射パターンに
よって広帯域特性を持たせるために、その幅を広くする方案が考慮できるが、その場合に
はインピーダンスが低くなる。それに対して、本発明の放射パターン部の二重の放射パタ
ーン構造は、それぞれの外側及び内側の放射パターンの幅を適切に変更して設計すること
によって、該当帯域内において所望するインピーダンスを有するように容易に設計できる
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だけでなく、レドームに対するマッチングが容易であるという長所を有する。
【００１６】
　一方、図３に示すように、放射体１０２の背面には、その中央部に予め一定の面積を有
するように広帯域補償パッド２２５が形成され、このような広帯域補償パッド２２５によ
りアンテナの帯域幅が増加する。すなわち、広帯域補償パッド２２５は、該当位置の放射
体上面に形成されるエアブリッジのインダクタンス成分を補償する役割を果たし、それに
よってアンテナの広帯域特性が強化される。このとき、広帯域補償パッド２２５を、給電
ケーブル２０３又はバルーンケーブル２０４から電気的に分離するように放射体２０２が
設計されなければならないことに留意すべきである。
【００１７】
　図４及び図５は、図１の一特性を示すグラフである。図４及び図５を参照すると、図４
において点線で表示した円Ａ、Ｂは、本発明の放射パターン部のうち外側及び内側の四角
形放射パターンの共振器により発生した共振周波数帯域を表す。
【００１８】
　また、図５には、図３に示した従来のダイポールアンテナの測定条件と同一の条件で、
本発明のダイポールアンテナを円形状のレドーム内部に装着する場合に測定されたＶＳＷ
Ｒ結果の例を示す。図５に示すように、２ＧＨｚの帯域において本発明のダイポールアン
テナは、約２．０５ＧＨｚ～２．５７ＧＨｚの帯域幅を有することで、従来に比べてより
広い帯域幅の広帯域特性を有するようになる。
【００１９】
　図６は、図１を用いるアンテナ装置の一例を示す。図６に示すように、本発明の広帯域
ダイポールアンテナ２００は、実際の使用環境では複数個（例えば、５個）が一つの反射
板１０１に上下一列に配列され、全体的に一つのアンテナ装置を実現するように構成する
ことができる。
【００２０】
　図７は、図１に示した放射体の一変形例を示す。図７に示す本発明の放射パターン部各
々の二重放射パターン構造では、内側サブ放射パターン部２３１ａ－２、２３１ｂ－２、
２３１ｃ－２、２３１ｄ－２が、外側サブ放射パターン部２３１ａ－１、２３１ｂ－１、
２３１ｃ－１、２３１ｄ－１に比べてその幅が広く形成されている状態が示されている。
このように、それぞれの外側及び内側の放射パターンを広くあるいは狭く形成することに
よって、該当帯域内において所望のインピーダンスを有するように容易に設計することが
できる。
【００２１】
　図８は、図１に示した放射体の他の変形例を示す。図８に示すように、本発明の放射パ
ターン部は、二重の放射パターン構造でなく三重の放射パターン構造を有する。すなわち
、図８に示す本発明の放射パターン部は、各々外側サブ放射パターン部２４１ａ－１、２
４１ｂ－１、２４１ｃ－１、２４１ｄ－１と、第１の内側サブ放射パターン部２４１ａ－
２、２４１ｂ－２、２４１ｃ－２、２４１ｄ－２及び第２の内側サブ放射パターン部２４
１ａ－３、２４１ｂ－３、２４１ｃ－３、２４１ｄ－３とを有する。このような構成は、
第１の内側サブ放射パターン部２４１ａ－２、２４１ｂ－２、２４１ｃ－２、２４１ｄ－
２を通じて、本発明の放射パターン部が該当広帯域の中において中間帯域の共振をも発生
させることによって、該当広帯域の中で中間部分において発生する可能性のある利得低下
を補完する。このように、本発明の放射パターン部の放射パターン構成は、二重若しくは
三重、又はそれ以上の多重構造によって実現することができる。
【００２２】
　図９及び図１０は、本発明の一実施形態による広帯域ダイポールアンテナの給電及びバ
ルーン構造の例を示し、放射体２０２が組み立てられる前後の構成をそれぞれ示す。図９
及び図１０を参照すると、本発明の実施形態では給電ケーブルとバルーンケーブルとが損
傷することを防止してアンテナの寿命を確保するために、給電ケーブルとバルーンケーブ
ルとが長時間平行を維持するように金属材質の給電／バルーン支持体２０３’、２０４’
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を設置することができる。
【００２３】
　これら給電／バルーン支持体２０３’、２０４’は、給電ケーブル３３０の直径に対応
する直径を有する４個のパイプ構造が下端部で連結して、相互に一体に形成された構造を
有することができる。このとき、給電／バルーン支持体２０３’、２０４’の下端部は、
反射板１０１にネジ結合により固定されるように構成され、４個のパイプ形態の上端部は
、各々放射体２０２の放射パターン部に電気的に連結するように構成される。
【００２４】
　それによって、給電ケーブル３３０は、給電／バルーン支持体２０３’、２０４’のう
ち給電支持体２０３’内に単純に挿入される形で設置することができる。また、給電／バ
ルーン支持体２０３’、２０４’のうち、バルーン支持体２０４’は、それ自体で既に従
来のバルーンケーブルの役割を遂行するので、その内部に他のいかなる部品をも持つ必要
がなくなる。
【００２５】
　図１１、図１２、及び図１３は、本発明の他の実施形態による広帯域ダイポールアンテ
ナの給電及びバルーン構造の例示図である。図１１及び図１２は放射体２０２が組み立て
られる前後の構成をそれぞれ示し、図１２は給電ケーブルが接続された状態の構成を示す
。図１１乃至図１３を参照すると、本発明の他の実施形態では、図９及び図１０に示すよ
うな同一の構造の給電／バルーン支持体２０３’、２０４’を具備すると同時に、給電支
持体２０３’の内部に設置されて一側の給電ケーブル３３０と他側の放射体２０２（実際
には放射体の上側のエアブリッジ）に連結されて給電経路を形成する給電補助装置を備え
る。
【００２６】
　給電補助装置は、給電支持体２０３’の内部に設置され、一側の給電ケーブル３３０と
他側の放射体２０２とに連結されて給電経路を形成する給電補助ピン２５０と、給電補助
ピン２５０を支持して給電補助ピン２５０を給電支持体２０３’の内部面から絶縁するた
めにテフロン（登録商標）材質などから構成される補助リング２６１、２６２とによって
実現することができる。このとき、給電補助ピン２５０の両端の直径は他の部位より小さ
く形成され、補助リング２６１、２６２の外径は給電支持体２０３’の内径に対応し、内
径は給電補助ピン２５０の両端の直径に対応するように構成される。
【００２７】
　このような構成によって、図１２に示すように、給電補助ピン２５０の両端に補助リン
グ２６１、２６２が各々嵌め込まれた後、これらは給電支持体２０３’の内部に嵌挿され
るように設置することができる。以後、放射体２０２は給電／バルーン支持体２０３’、
２０４’と組み立てられ、このとき、給電補助ピン２５０の一端がエアブリッジとはんだ
付け（ｓｏｌｄｅｒｉｎｇ）作業によって電気的に連結するように構成される。その後、
図１３に示すように、給電補助ピン２５０の他端は、給電ケーブル３３０の芯線３３１と
はんだ付け作業によって電気的に連結することができる。
【００２８】
　上記したように、本発明の一実施形態による広帯域ダイポールアンテナの構成及び動作
を実現することができ、本発明の説明では具体的な実施形態に関して説明したが、本発明
の範囲を逸脱することなく様々な変更が可能であることは、当該技術分野における通常の
知識を持つ者には明らかである。上記の説明では、例えば、本発明の放射パターンが四角
リング形状を有することとして説明したが、その他にも四角形、円形などの色々な形状に
よって実現することができる。したがって、本発明の範囲は、前述の実施形態に限定され
るものではなく、特許請求の範囲の記載及びこれと均等なものに基づいて定められるべき
である。
【符号の説明】
【００２９】
　１０１　　反射板
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　１０２　　放射体
　２００　　広帯域ダイポールアンテナ
　２０２　　放射体
　２０３　　給電ケーブル
　２０３’　給電支持体
　２０４　　バルーンケーブル
　２０４’　バルーン支持体
　２２１ａ　第１の放射パターン部
　２２１ｂ　第２の放射パターン部
　２２１ｃ　第３の放射パターン部
　２２１ｄ　第４の放射パターン部
　２２５　　広帯域補償パッド

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７】

【図８】

【図９】 【図１０】



(9) JP 2013-503550 A 2013.1.31

【図１１】 【図１２】

【図１３】



(10) JP 2013-503550 A 2013.1.31

10

20

30

40

【国際調査報告】



(11) JP 2013-503550 A 2013.1.31

10

20

30

40



(12) JP 2013-503550 A 2013.1.31

10

20

30

40



(13) JP 2013-503550 A 2013.1.31

10

20

30

40



(14) JP 2013-503550 A 2013.1.31

10

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,T
M),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,S
E,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,
BH,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,ID,I
L,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM
,PE,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,
ZW

(72)発明者  オ－ソグ・チェ
            大韓民国・キョンギ－ド・４４５－７９２・ファソン－シ・ヌン－ドン・（番地なし）・ジャヨン
            －ン・デシアン・アパートメント・＃８８０－６０４
(72)発明者  ヨン－チャン・ムン
            大韓民国・キョンギ－ド・４４３－７０７・スウォン－シ・ヨントン－グ・マンポ－ドン・（番地
            なし）・ヌルプルン・ビュクサン・アパートメント・＃１０４－６０１
(72)発明者  ホン－ジョン・ジョン
            大韓民国・キョンギ－ド・４４６－９０１・ヨンイン－シ・ギフン－グ・ゴメ－ドン・４４０
Ｆターム(参考) 5J021 AA05  AA11  AB03  BA01  CA01  HA10 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

